
情報通信業

99

卸売業・小売業

99

サービス業

（他に分類さ

れないもの）

96

製造業

83学術研究・専門技術

サービス業

39

運輸業・郵便業

35

金融業・保険業

26

不動産業・物品賃貸業

26

分類不能の産業

19

医療・福祉

16 その他

76

■対象：約3,000社（スムーズビズ・時差Biz登録企業、スムーズビズ実践期間の事後アンケート回答企業）
■実施期間：2021年10月25日（月）~10月29日（金）
■質問項目（全６問）

Q1 緊急事態宣言中及び宣言解除後の取組内容
Q2 緊急事態宣言中と比較した、 宣言解除後のテレワーク・時差出勤の取組規模
Q3 Q1で「特に取り組んでいない」と回答した事業所について、実施しなかった理由
Q4 緊急事態宣言前後の出勤割合
Q5 今後のテレワーク・時差出勤への取組意向
Q6 10月7日に発生した地震翌日（10月8日）の勤務状況

■総回答企業数：614社（前回調査：850社）

（注）各計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計等に一致しないことがある。

企業の出勤状況調査（2021年10月分）

100~299人
109社
（18%）

（企業規模）
（業種）

＜実施概要＞

＜回答企業の属性＞（N＝614）

29人以下
176社
（28%）

30人~99人
202社
（33%）

300人以上
127社
（21%）



■Q1：緊急事態宣言期間中及び宣言解除後の取組内容

（127）

1

テレワーク

〇緊急事態宣言期間中（９/1~９/30）及び宣言解除後（10/4~10/22）の取組企業数（複数回答）
〇テレワーク、在宅勤務、テレハーフについては、宣言解除後にやや減少した。
サテライトオフィス勤務を実施する企業数については、ほぼ同数と変わらなかった。

テレワーク※
※在宅勤務・テレハーフ・サテライトオフィス勤務の

いずれか１つ以上を実施している企業数

在宅勤務

テレハーフ※
※半日単位や時間単位で実施するテレワークのこと

サテライトオフィス勤務

（478社）

（422社）

（79社）

（80社）

（149社）

（141社）

（493社）

（439社）
113

119

81

93

130

149

115

132

0 100 200 300 400 500

10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下

111

117

78

88

126

146

107

127

0 100 200 300 400 500

10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下

48

48

29

33

36

39

28

29

0 50 100 150

10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下

38

38

18

19

12

11

12

11

0 20 40 60 80

10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下



■Q1：緊急事態宣言期間中及び宣言解除後の取組内容

（127）

2

その他

〇緊急事態宣言期間中（9/1~９/30）及び宣言解除後（10/4~10/22）の取組企業数（複数回答）
〇各項目とも、宣言解除後において、やや減少したものの、大きな差が見られなかった。
継続的に取り組まれている様子が伺える。

ローテーション勤務

フレックスタイム制 週休三日制、特別休暇の付与

時差出勤

（475社）

（462社）

（141社）

（128社）

（178社）

（175社）

（46社）

（36社）

105

108

81

88

137

155

109

124

0 100 200 300 400 500

10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下
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64

35
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41
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36

35
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300人以上 100～299人 30～99人 29人以下

13

15

4

6

11

13

8

12
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10/4～

～9/30

300人以上 100～299人 30～99人 29人以下



0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレワーク

時差出勤

1%

1%

69%

57%

6%

19%

8%

9%

16%

14%

取組規模を拡大した 引き続き、宣言中と同程度で実施した

縮小した 解除後は取り組まなかった

もともと取り組んでいなかった

3

■Q2：緊急事態宣言期間中と比較した宣言解除後の取組規模

〇緊急事態宣言期間中と比較した宣言解除後の取組規模
〇時差出勤では約60％、テレワークでは約70％が「引き続き、宣言期間中と同程度で実施した」と回答。
一方、約20％の企業が、時差出勤について、宣言解除後に「縮小した」と回答した。

〇宣言解除後に「取り組まなかった」と回答した割合は時差出勤・テレワークともに約10％だった。

（n=614）

時差出勤・テレワーク



4

■Q3：時差出勤、テレワークの未実施理由

〇Q1において、時差出勤、テレワークに「特に取り組んでいない」と回答した企業の未実施理由（複数回答）
〇最も多かった選択肢は、「テレワークに適した仕事がない」で、約５０％であった。

時差出勤・テレワーク

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

長時間労働になりやすい

社内の評価や昇給、昇任に不安がある

自宅に仕事に専念できる部屋・スペースなどがない

情報漏洩が心配

費用負担がある

その他

周囲の社員にしわ寄せがある

文書の電子化が進んでいない

上司（経営層・管理職）の許可が得られない

勤務時間とそれ以外の時間の管理が難しい

社内のコミュニケーションに支障がある

業務効率が低下する

顧客等外部対応に支障がある

テレワークに適した仕事がない

（n=８３）



17

101

115

140

241

26

131

137

157

163

0 50 100 150 200 250 300

ほとんど出勤していなかった

1～3割が出勤していた

3～5割が出勤していた

6～8割が出勤していた

8割以上が出勤していた

宣言期間中(9/1~30） 解除後(10/4~22）

5

（n=614）

■Q4：緊急事態宣言期間中及び宣言解除後の出勤割合

〇緊急事態宣言期間中（９/1~9/30）及び宣言解除後（10/4~10/22）の出勤割合
〇宣言解除後は、「８割以上が出勤していた」と回答した企業の増加がみられた。

時差出勤・テレワーク



2%

1%

54%

62%

13%

8%

3%

2%

2%

0%

14%

13%

13%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレワーク

時差出勤

現在の取組規模を拡大する 引き続き同程度で実施する

縮小する 取組をやめる

現時点で取り組んでいないが、取組を検討したい 現時点では分からない

取り組む予定はない

6

■Q5：現在と比較した時差出勤・テレワーク等の取組意向

時差出勤・テレワーク

〇回答時（10/25~10/29)と比較した今後の取組意向
〇時差出勤、テレワークともに約50～60%の企業が「引き続き同程度で実施する」と回答した。
一方、時差出勤では10％、テレワークでは16％の企業が「解除後は縮小する」、「取組をやめる」と回答した。

（n=614）



鉄道の運行状

況等を鑑み、

特別な対応を

した

21%

特に対応していない

74%

その他

5%

7

■Q6：10月7日に発生した地震翌日の勤務状況(1/2)

〇21%の企業が「特別な対応をした」と回答。そのうち、約70％の企業が「テレワークの活用を推奨」、 約50% の
企業が 「時差出勤の活用を推奨」と回答した。

〇特に対応しなかった理由として、約50％の企業が「宣言解除後も在宅勤務、時差出勤等を推
奨していたため」と回答した。

（n=614）

Q:10月８日（金）朝の鉄道の運行状況を踏まえ、貴社では従業員の出勤に当たり、何らかの対応を行いましたか。

10月8日（金）朝における、交通機関の混雑状況



《その他の「特に対応をしなかった」理由》
 日頃から台風や災害時等は各部署の判断で臨機応変に対応
しているため、組織全体として特別な対応を推奨することは無
かった。

 通常からテレワーク対応、フレックスタイム制を採用しているので
 業務に支障をきたすので

8

■Q6：10月7日に発生した地震翌日の勤務状況(2/2)

Q:「特別な対応をした」内容（複数回答） Q:「特に対応しなかった」理由（複数回答）

（n=457）（n=128）

《その他の「特別な対応をした」内容》
 社員各々が自ら判断し、通常６割出勤が、その日に限って２割出
勤と臨機応変に対応した。

 各自の通勤手段により必要に応じて休務、テレワーク、時差出勤な
どを指示した。

 集合研修は、別日への振り替えや開始時間の繰り下げで対応した。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

会議の時間等の変更を推奨した

時差出勤の活用を推奨した

テレワーク（終日又は半日など）の活用を推奨した

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

業務上、急な予定変更が難しいため

地震等、災害時の出勤に対するルールが社内にないため

宣言解除後も在宅勤務、時差出勤等を推奨していたため


